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資料－１ 調査団員・氏名 

(1) 事業化調査現地調査 

現地調査の調査団員の構成は、以下のとおりである。 

 

  氏   名        担   当       所   属  

 佐々木十一郎 総 括 国際協力機構 

   フィジー事務所 

 

 越智 裕 業務主任 株式会社エコー 

 

 酒井修二 積 算 株式会社エコー 

 

  

 

 

(2) 事業化調査概要説明 

現地調査の調査団員の構成は、以下のとおりである。 

 

  氏   名        担   当       所   属  

 三国成晃 総 括 国際協力機構 

   フィジー事務所 

 

 越智 裕 業務主任 株式会社エコー 
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資料－２ 調査行程 

現地調査の調査行程は、以下のとおりである。 

調査期間：平成 21 年 6 月 14 日～7 月 9 日（26 日間） 

官団員

佐々木十一郎 越智　裕 酒井修二

総　括 業務主任 積　　算

日 成　田→

2 6/15 月
→ブリスベン

ブリスベン→ナンディ

3 6/16 火
成　田→インチョン

インチョン→

ナンディ→スバ

資料・情報収集

4 6/17 水 スバ→ナンディ →ナンディ
資料・情報収集

スバ→ナンディ

5 6/18 木
ナンディ→タラワ

表敬・協議

ナンディ→タラワ

表敬・協議

ナンディ→タラワ

表敬・協議

6 6/19 金 協　議 協　議 協　議

土
現地踏査

資料整理

現地踏査

資料整理

現地踏査

資料整理

日
資料整理

団内会議

資料整理

団内会議

資料整理

団内会議

9 6/22 月
South Islander訪問

ミニッツ協議・署名

South Islander訪問

ミニッツ協議・署名

South Islander訪問

ミニッツ協議・署名

10 6/23 火
タラワ→ナンディ

ナンディ→スバ
現地調査／資料収集 現地調査／資料収集

11 6/24 水 大使館・JICA報告 現地調査／資料収集 現地調査／資料収集

12 6/25 木 現地調査／資料収集
タラワ→ナンディ

ナンディ→スバ

13 6/26 金 現地調査／資料収集 資料・情報収集

土 資料整理 資料・情報収集

日 資料整理
スバ→ナンディ

ナンディ→オークランド

月 現地調査／資料収集 資料・情報収集

火 現地調査／資料収集 資料・情報収集

水 現地調査／資料収集 オークランド→シドニー

木 現地調査／資料収集 資料・情報収集

金 現地調査／資料収集 資料・情報収集

土 資料整理 シドニー→成田

日 資料整理

23 7/6 月
技術覚書署名

Coral Islander訪問

24 7/7 火
タラワ→ナンディ

ナンディ→スバ

25 7/8 水

大使館・JICA報告

スバ→ナンディ

ナンディ→ブリスベン

26 7/9 木 ブリスベン→成　田

調査日程表

日

　

程

月

　

日

曜

　

日

コンサルタント
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概要説明の調査行程は、以下のとおりである。 

調査期間：平成 22 年 7 月 20 日～8 月 1 日（13 日間） 

官団員 コンサルタント

三国成晃 越智　裕

総　括 業務主任

1 7/20 火
成　田→インチョン

インチョン→

2 7/21 水 →ナンディ

3 7/22 木
ナンディ→タラワ

現地踏査、ドラフト説明

4 7/23 金 ドラフト説明

5 7/24 土 資料整理

6 7/25 日 資料整理

7 7/26 月
ドラフト説明

資料収集

8 7/27 火
スバ→ナンディ

ナンディ→タラワ

資料収集

団内会議

9 7/28 水
ドラフト説明

ミニッツ協議・署名

ドラフト説明

ミニッツ協議・署名

10 7/29 木
タラワ→ナンディ

ナンディ→スバ
タラワ→ナンディ

11 7/30 金 JICA報告

ナンディ→スバ
JICA報告

スバ→ナンディ

12 7/31 土 ナンディ → ブリスベン

13 8/1 日 ブリスベン→成　田

日

　

程

月

　

日

曜

　

日
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資料－３ 関係者（面談者）リスト 

1. Ministry of Communication, Transport and Tourism Development（通信運輸観光開発省） 
Ms. Kietau Tabwebweiti Permanent Secretary (次官) 
Ms. Miire Raieta Deputy Secretary (次官補) 
Mr. Moote Kabure Marine Surveyor, Marine Department（海事調査官） 

  

2. Ministry of Foreign Affairs（外務省） 
Ms. Bwaua Cheng Desk Officer Asia Pacific（アジア大洋州担当デスク） 

  

3. Kiribati Ports Authority（キリバス港湾公社） 
Ms. Rubee Eromanga General Manager（総裁） 
Mr. Itibwinnang Aiaimoa, Capt. Operation Manager（運営部長） 
Mr. Bonteman Tabena, Capt. Former Operation Manager（前運営部長） 
Mr. Betem Ueri Engineering Manager（技術部長） 
Ms. Etita Rubi Former Acting Finance Manager（前財務部長代理） 
Mr. Tutu Teitinako Acting Finance Manager（財務部長代理） 
Mr. Katewea V Taoaba Former Human Resource Manager（前人事部長） 
Mr. Tanua Pine Human Resource Manager（人事部長） 
Mr. David Yeeting Member of Board（ボードメンバー） 

 

4. Kiribati Oil Company Ltd. (KOIL)（キリバス石油公社） 
Mr. Kitanteata Teabo Officer in Charge（総裁代理） 
Mr. Kabuaua Tenangibo Operation Manager（運営部長） 
 

5. Kiribati Copra Mill Company Ltd.（キリバスコプラミル公社） 
Ms. Katarina Tofinga Chief Executive Officer（総裁） 
Mr. Paul Tekanene Product/Development Manager（生産開発部長） 
 

6. Container Shipps Calling at Betio Port（寄港船舶） 
Mr. Henrry M. Tejado, Capt. South Islander, Captain（船長） 
Mr. Alfred L. Chan, Capt. Coral Islander, Captain（船長） 
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資料－4 討議議事録（Minutes of Discussions） 

 

(1) 事業化調査：現地調査（2009年6月） 
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(2) 事業化調査：現地調査 技術覚書（2009年7月）
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(3) 事業化調査：ドラフト説明調査（2010年7月） 
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(4) 基本設計調査：現地調査（2008年6月） 
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資料－５ 事業事前計画表（概略設計時） 

1. 案件名 

 キリバス共和国 ベシオ港拡張計画 事業化調査 

2. 要請の背景 

キリバス共和国（以下“「キ」国”）は、広大な海域に 33 の環礁が散在する、大洋州の島嶼国の中

でも国土の拡散性、国際市場からの地理的隔絶が最も顕著である。生活必需品等の物資の輸送は、

海上輸送に依存しており、港湾は国際及び国内貨物輸送の拠点として必要不可欠な社会基盤施設と

なっている。 

ベシオ港は、外貿貨物を扱う同国唯一の港であるとともに、クリスマス島のロンドン埠頭をはじ

めとする散在する島嶼部とを結ぶ国内輸送の拠点として機能している。同港は、1950 年に小型船を

対象とした整備が実施された後、2000 年に我が国の無償資金協力によって 1,000 ㌧クラスの船舶を

対象とした水深 6.0m の岸壁整備及びコンテナヤード及び管理事務所、貨物倉庫等の現在の港湾施

設が整備された。 

ベシオ港では、国際貨物のコンテナ化の一層の進行と貨物量の増加によって、コンテナ貨物の取

扱い量が急増している。定期運行を行っているコンテナ船は、10,000～20,000 ㌧クラスで、岸壁水

深及び延長の不足から直接接岸できず、台船で中継する沖取り荷役を余儀なくされている。沖取り

によるコンテナ荷役は、安全面及び効率面で問題となっているとともに、荷役時間が長くなること

からコンテナ船の寄港時間の延長を招いている。また、当該コンテナ船が寄港する周辺国の港湾の

なかで、コンテナ船が岸壁に接岸できないのはベシオ港のみであることからも、コンテナ船の接岸

可能な係留施設の整備が急務となっている。 

入出港船舶の航行安全性の確保のため、老朽化・損傷の著しい航路標識の更新、及び新係留施設

への接離岸のための航路標識をあわせて整備する。また、係留桟橋の整備によって荷役システムが

変更となることから、係留施設の有効活用ため、新しい荷役システムに合わせた港湾荷役機械を別

途導入することが求められる。 

本計画は、上記の施設整備による港湾機能の強化を目的とし、荷役作業の効率化・安全化、及び

入出港船舶の航行安全性の向上を図ることによって、「キ」国の住民生活の安定や経済活動の発展に

資するものである。 

 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

 ア ベシオ港において安全で、効率的な荷役作業環境が確保される。 

 イ 寄港船舶の接岸・荷役環境が整備される。 

 ウ 寄港船舶の航行安全性が改善される。 

 【裨益対象の範囲及び規模】 

ベシオ港従事者： 179 人 

南タラワの住民： 45,989 人 

キリバス国国民： 92,533 人 

 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

 ア ベシオ港の港湾施設が拡張される。 

 イ 港湾荷役機械が投入される。 

ウ 航路標識が整備される。 
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(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

 ア 上記の施設を使用して、港湾活動を実施する。 

 イ 施設・機材を運営・維持管理するための組織整備と人員配置をする。 

 

(4) 投入（インプット） 

 ア 日本側：無償資金協力    億円 

 イ キリバス国側： 

（ア）本無償資金協力案件の実施に係わる負担額：  億円 

（イ）本無償資金協力案件対象施設の維持管理経費：年平均  億円 

 

(5) 実施体制 

 主管官庁： キリバス国 通信運輸観光開発省 

 実施機関： キリバス港湾公社 
 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

キリバス国タラワ環礁ベシオ市 ベシオ港 

 

(2) 概 要 

 ① ベシオ港の係留桟橋及び連絡橋の整備 

 ② 港湾荷役機械の整備 

③ 航路標識の整備 

 

(3) 相手国負担事項 

 ① 環境ライセンスの取得 

 ② 仮設ヤードの貸与 

 ③ 港湾荷役費の免除 

 ④ サイトクリアランス 

 ⑤ 不発弾の処理 

 ⑥ 免税措置 

⑦ 銀行取極め 

⑧ 滞在許可 

⑨ パイプラインの敷設 

⑩ 港湾公社所有の工事用機材（台船）の無償貸与 

 

(4) 概算事業費 

概算事業費    億円（日本側負担    億円、キリバス国側負担   億円） 

 

(5) 工 期 

詳細設計・入札期間を含め約 44 ヶ月（予定） 

 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

環境関連法及び環境ライセンスに付帯する環境関連事項の遵守 
 

キリバス国ベシオ港拡張計画

事業化調査報告書A - 31



5. 外部要因リスク 

 ① 干ばつによる水不足、設計対象波を上回る異常波浪等の想定外の天災が発生しない。 

 ② キリバス国内の政情・治安が悪化しない。 

 ③ 港湾機能が停止しない。 
 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

(1) 相手国負担事項 

日本側負担費用の低減のため、費用負担が容易な実施機関のキリバス港湾公社に関連する港湾荷

役費の免除及び港湾公社所有の荷役船舶の無償使用を相手国負担事項として要請した。 

(2) 施設建設に係わる施工条件 

キリバス国における施設建設のための資材及び機材の調達条件を参考とした。 

(3) 自然条件を含む計画条件 

タラワ環礁の自然条件を含む計画条件の立案に際して、過去の類似案件を参考にした。 

(4) 施設の維持管理 

過去の類似案件から、キリバス港湾公社の維持管理体制の重要性及び信頼性について認識した。

環境関連法及び開発許認可に付帯する環境関連事項の遵守について確認した。 
 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係わる提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

① 貨物輸送距離の短縮 
成果指標 2008 年の実績値 計画値（2014 年） 

運搬距離 
海上：   700m 

陸上：   200m 

海上： な し 

陸上： 600m 
 

② コンテナ荷役効率の向上（トラクタ・トレーラーを 5 セット導入時） 
成果指標 2008 年の実績値 計画値（2014 年） 

実入りコンテナ荷役 5.7 個/時間 18.5 個/時間 

空コンテナ荷役 8.0 個/時間 18.5 個/時間 

車両荷役 5.1 台/時間 30 台/時間 
 

③ 寄港船舶の係船時間の短縮（トラクタ・トレーラーを 5 セット導入時） 

Kiribati Chief（実入りコンテナ 300 個、空コンテナ 300 個当たり） 
成果指標 2008 年の実績値 計画値（2014 年） 

係船時間 109.8 時間 39.9 時間 

South Islander（実入りコンテナ 100 個、空コンテナ 100 個、車両 30 台当たり） 
成果指標 2008 年の実績値 計画値（2014 年） 

係船時間 44.4 時間 15.2 時間 
 

(2) その他の成果指標 

特になし。 
 

(3) 評価のタイミング 

① 協力対象施設供用開始後、1 年経過後 
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資料－7 環境ライセンス関連資料 

 

(1) 環境ライセンス（Environment Licence）（2008年10月） 
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(2) 初期環境評価（IEE）に係わるコメント（2008年7月） 
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(3) 初期環境評価に係わる報告書（2007年10月） 
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資料－8 桟橋水深に係わるアンケート 
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